
Ⅲ．補足説明資料



「知」をめぐる世界的な大競争時代を迎える中、我が国では少子高齢化・人口減少が急速に進んでおり、科学技術

 
関係人材の質と量の確保をめぐる懸念が高まっている。
このような中、科学技術創造立国の実現に向けて、我が国全体の研究開発や国際競争力を維持・向上させるとと

 
もに、イノベーションを絶え間なく創出する活力ある社会を実現し、安全・安心で質の高い生活環境を構築するた

 
めには、科学技術や学術活動の基盤となる人材の育成・確保や社会の多様な場における活躍の促進が極めて重要な

 
課題となっている。

こうした観点から、文部科学省は、「第３期科学技術基本計画」や「長期戦略指針『イノベーション２５』」等

 
をふまえつつ、平成２１年度予算案における重点施策について「科学技術関係人材総合プラン２００９」としてと

 
りまとめ、科学技術関係人材の育成・確保、活躍の促進に向け、初等中等教育段階から大学学部、大学院、社会人

 
に至るまで連続性をもった取組を総合的に推進する。

２．大学における人材育成機能２．大学における人材育成機能
と産学が協働した人材育成と産学が協働した人材育成
の強化の強化

科学技術と社会とのかかわりが一層深化・多様化する中、社会のニーズに対応した人材育

 
成のため、大学院の組織的・体系的な教育活動の推進や国際的に卓越した教育研究拠点の形

 
成、産学が協働した教育プログラムの開発・実施など人材育成面での産学連携の強化などを

 
行う。

 

55,943百万円 (73,574百万円)

３．若手・女性・外国人研究者３．若手・女性・外国人研究者
の活躍促進による研究活動の活躍促進による研究活動
の活性化の活性化

科学技術活動の基盤となる人材の育成・確保や社会の多様な場における活躍促進により、

 
研究活動を活性化させるため、若手・女性・外国人研究者など多様な人材が能力を最大限発

 
揮できる環境を整備する。

 

89,106百万円 (86,015百万円)

・独立行政法人等運営費交付金中の推計額を含む。
・本資料には、関係事業のうち主要事項を掲載。
・【

 

】は担当局課及び事業を実施する独立行政法人名（略称）

 

※［生］：生涯学習政策局、[初]：初等中等教育局、[高]：高等教育局、
[科]：科学技術・学術政策局、[振]：研究振興局、

 

〔開〕：研究開発局、[JST]:独立行政法人科学技術振興機構

 

[JSPS]:独立行政法人日本学術振興会

施策の柱施策の柱

１．１．子どもたちの理科・数学に子どもたちの理科・数学に
対する興味・関心の喚起対する興味・関心の喚起
及び能力の伸長及び能力の伸長

次世代を担う科学技術関係人材の育成に向け、子どもが科学技術に親しみ学ぶことができ

 
る環境を充実するとともに、理数に興味・関心の高い子どもの能力を伸長することができる

 
効果的な環境を提供するため、理数教育の充実を図る。

 

11,460百万円 (8,875百万円)

４．４．国民が科学技術を理解し、国民が科学技術を理解し、
素養を高めるための取組の素養を高めるための取組の
強化強化

広く社会・国民に支持される科学技術を目指し、科学者等がわかりやすく親しみやすい形

 
で国民に科学技術を伝え、国民との対話を通じて説明責任と情報発信を強化する活動を推進

 
する。また、科学技術の成果が社会の隅々にまで活用されるようになっている今日、国民が

 
適切な判断の下に行動していくことができるよう、科学技術に関する基礎的な知識や能力の

 
向上に資する取組を推進する。

 

8,776百万円 (8,814百万円)

背 景背 景

平成21年度予算案

 

：

 

165,286百万円
（平成20年度予算額

 

：

 

177,278百万円）



理数に興味・関心の高い生徒・学生の個性・能力の伸長

◆理数に関して卓越した意欲・能力を有する児童生徒に対して、高度で

 
発展的な学習環境を年間通して継続的に提供する取組を支援

平成21年度予算案：150百万円（100百万円）【科・基盤政策課(ＪＳＴ)】

未来の科学者養成講座未来の科学者養成講座

１．子どもたちの理科・数学に対する興味・関心の喚起及び能力の伸長 平成21年度予算案:

 

11,460百万円
（平成20年度予算額:  8,875百万円）

理数好きな子どもの裾野の拡大
～理科や数学が好きな子どもの裾野を広げるため、初等中等教育段階から子どもが科学技術を学び、親しむことができる環境を充実～～理科や数学が好きな子どもの裾野を広げるため、初等中等教育段階から子どもが科学技術を学び、親しむことができる環境を充実～

新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教新学習指導要領移行措置に対応する算数・数学、理科の補助教

 
材の作成・配布事業材の作成・配布事業

◆新学習指導要領への移行期間中に、指導内容が追加される算数・数学、理

 
科について教科書に準拠した補助教材を作成し、児童生徒に配布

【初・教育課程課】 平成21年度予算案：1,311百万円(新規)

理科教育等設備整備費補助理科教育等設備整備費補助

【初・教育課程課】 平成21年度予算案：2,000百万円(1,320百万円)

◆理科教育等の振興を図るため、理科教育等に必要な実験器具等の設

 
備の整備に要する経費の一部を補助

◆観察・実験等の体験的・問題解決的な活動に係る理数系教員の実践

 
的指導力を育成・向上するための教員研修活動を支援

理数系教員指導力向上研修事業理数系教員指導力向上研修事業

【科・基盤政策課(JST)】 平成21年度予算案：160百万円(198百万円）

・次世代を担う科学技術関係人材の育成に向け、子どもが科学技術に親しみ学ぶことができる環境を充実するとともに、

 
理数に興味・関心の高い子どもの能力を伸長することができる効果的な環境を提供するため、理数教育の充実を図る。

 

・次世代を担う科学技術関係人材の育成に向け、子どもが科学技術に親しみ学ぶことができる環境を充実するとともに、

 
理数に興味・関心の高い子どもの能力を伸長することができる効果的な環境を提供するため、理数教育の充実を図る。

～理科や数学に対して興味・関心が高い生徒・学生に対し、その能力を伸長することができる効果的な環境を提供～～理科や数学に対して興味・関心が高い生徒・学生に対し、その能力を伸長することができる効果的な環境を提供～

◆大学において、入試等選抜方法や教育プログラムの開発・実践等、

 
理数分野に強い学習意欲を持つ学生の意欲・能力をさらに伸ばすこと

 
に重点を置いた取組を実施

平成21年度予算案：325百万円(150百万円)【科・基盤政策課】

理数学生応援プロジェクト理数学生応援プロジェクト

平成21年度予算案：

 

1,489百万円(1,482百万円)

【初・教育課程課＋科・基盤政策課(ＪＳＴ)】

◆高等学校等において、観察・実験等を通じた体験的な学習、問題解決

 
的な学習、課題学習の推進や理科、数学に重点をおいたカリキュラム

 
を実施

◆大学、研究機関、民間企業等との連携による先進的な理数教育の実施、

 
高大接続の改善、海外の理数重点高校との交流等発展的な連携活動

◆地域の高校と連携した課題研究の実施等、地域全体の理数教育の質の

 
向上を図る中核的拠点校を支援

 

等

スーパーサイエンスハイスクールスーパーサイエンスハイスクール

◆高校生等を対象とした科学技術コンテストの開催及び選手の国際
大会派遣、情報周知、国際大会の日本開催等の支援

平成21年度予算案：449百万円(352百万円)【科・基盤政策課(ＪＳＴ)】

国際科学技術コンテスト支援国際科学技術コンテスト支援事業事業

目指目指せせスペシャリスト（「スーパー専門高校」）スペシャリスト（「スーパー専門高校」）

【初・参事官付】 平成21年度予算案：106百万円(120百万円)

◆スペシャリスト育成のための先導的取組を行う専門高校等を地域の

 
職業教育拠点として活性化を図り、将来の専門的職業人を育成

◆研究者・技術者や大学（院）生等を活用し、観察・実験等の体験活

 
動を活性化し支える人材を小学校に配置

平成21年度予算案：2,450百万円(2,450百万円)【科・基盤政策課(ＪＳＴ)】

理科支援員等配置事業理科支援員等配置事業

サイエンス・パートナーシップ・プロジェクトサイエンス・パートナーシップ・プロジェクト

【科・基盤政策課(JST)】

◆中学校、高等学校等における第一線の研究者、技術者招へいによる

 
講座の実施や、研究機関等を活用した発展的な学習の実施

平成21年度予算案：900百万円(1,118百万円)

◆小・中学生の理数に対する興味・関心を引き出すための魅力ある授

 
業を行うことができ、地域における理数教育の核となる教員を養成

平成21年度予算案：340百万円(新規)【科・基盤政策課(JST)】

理数系教員養成拠点構築事業理数系教員養成拠点構築事業



平成21年度予算案：895百万円（828百万円）

２．大学における人材育成機能と産学が協働した人材育成の強化

組織的な大学院教育改革推進プログラム
組織的な大学院教育改革推進プログラム

大学における人材育成

◆大学院教育を抜本的に強化し、産業界をはじめ社会の様々

 
な分野で幅広く活躍する高度な人材を養成するため、大学院

 
（博士課程・修士課程）における優れた組織的・体系的な教

 
育の取組を支援

 

【高・大学振興課】

平成2１年度予算案：5,746百万円（5,070百万円）

◆大学等において、質の高い長期インターンシップ・プログ

 
ラムの開発、ものづくり技術者及びサービス・イノベーショ

 
ン人材の育成を目的とした教育プログラムの開発を通じて、

 
実践型高度専門人材の育成を実施

 

【高・専門教育課】

グローバルＣＯＥプログラム
グローバルＣＯＥプログラム 先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム

先導的ＩＴスペシャリスト育成推進プログラム

◆大学間及び産学の壁を越えて潜在力を結集し、世界最高

 
水準の高度ＩＴ人材を育成するための教育拠点の形成を支

 
援

 

【高・専門教育課】

産学が協働した人材育成

若手研究者ベンチャー創出推進事業
若手研究者ベンチャー創出推進事業

◆ベンチャービジネスラボラトリ等における若手研究者の起

 
業活動を支援することで研究者からアントレプレナーへの

 
キャリアパスを形成するとともに、大学の技術シーズの企業

 
化を促進する。
【振・研究環境・産業連携課】

平成21年度予算案:

 

55,943百万円
（平成20年度予算額: 73,574百万円）

原子力人材育成プログラム
原子力人材育成プログラム

◆長期的な原子力の研究・開発・利用を円滑に進めるため、
大学等の原子力関係学部等の取組への支援や、産業界の
ニーズ を踏まえたコアカリキュラムの整備を実施
【開・原子力計画課】

平成2１年度予算案：240百万円（216百万円）

◆

 

「21世紀COEプログラム」の成果を踏まえ、国際的に
卓越した教育研究拠点形成をより重点的に支援

 

【高・大学振興課】

平成2１年度予算案：

 

34,228百万円（

 

33,986百万円）

地域産業の担い手育成プロジェクト
地域産業の担い手育成プロジェクト

◆専門高校と地域産業界が連携して、ものづくりや食・くら

 
しを支え、地域産業を担う専門的職業人の育成を関係省庁

 
（経済産業省・国土交通省・農林水産省・水産庁）と共同で

 
実施

 

【初・参事官付】

平成21年度予算案：335百万円（390百万円）

平成21年度予算案：148百万円（新規）

平成2１年度予算案：513百万円（733百万円）

地域再生人材創出拠点の形成

 

（科学技術振興調整費）
地域再生人材創出拠点の形成

 

（科学技術振興調整費）

◆将来的な地域産業の活性化や地域の社会ニーズの解決に向けた、

 
地域再生のための人材を創出する拠点の形成を支援

【科・戦略官付】

平成2１年度予算案：2,250百万円（1,６00百万円）

・科学技術と社会とのかかわりが一層深化・多様化する中、社会のニーズに対応した人材育成のため、大学院の
組織的・体系的な教育活動の推進や国際的に卓越した教育研究拠点の形成、産学が協働した教育プログラムの
開発・実施など人材育成面での産学連携の強化などを行う。

・科学技術と社会とのかかわりが一層深化・多様化する中、社会のニーズに対応した人材育成のため、大学院の
組織的・体系的な教育活動の推進や国際的に卓越した教育研究拠点の形成、産学が協働した教育プログラムの
開発・実施など人材育成面での産学連携の強化などを行う。

産学連携による実践型人材育成事業
産学連携による実践型人材育成事業



３．若手・女性・外国人研究者の活躍促進による研究活動の活性化

◆若手研究者に競争的環境の中で自立性と活躍の機会を与える
仕組み（テニュア・トラック）を導入する機関を支援
【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

平成21年度予算案：8,344百万円（7,700百万円）

戦略的創造研究推進事業（さきがけ）の充実戦略的創造研究推進事業（さきがけ）の充実

◆研究総括のマネージメントの下、 若手を中心とした個人研究者の独

 
創性を活かした目的基礎研究を推進

 

【振・基礎基盤研究課（JST）】

平成21年度予算案：7,641百万円（7,180百万円）

◆イノベーション創出の中核となる若手研究人材が、国内外の多様な

 
場で創造的な成果を生み出す能力を身につける人材養成システムを、

 
大学等と国内外の企業等が協働して構築することを支援

平成21年度予算案：1,480百万円（1,000百万円）

◆優れた若手研究者が主体的に研究に専念できるよう支援する特別

 
研究員事業において、博士課程学生に対する支援を拡充
【科・基盤政策課（JSPS）】

平成21年度予算案：11,040百万円（10,560百万円）

平成21年度予算案:

 

89,106百万円
（平成20年度予算額:  86,015百万円）

「若手研究」等の充実

 

（科学研究費補助金）

 

「若手研究」等の充実

 

（科学研究費補助金）

◆若手研究者の自立促進等、科学研究費補助金による若手研究者向け

 
研究費を拡充

 

【振・学術研究助成課】

平成21年度予算案：

 

35,430百万円（34,320百万円）

◆我が国と海外の大学院等研究機関の組織的連携による若手研究者ｲ

 
ﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ･ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ･ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ（ITP）の実施など、若手研究者の国際研

 
鑽機会を充実

 

【科・国際交流官付（ＪＳＰＳ）】

若手研究者への国際研鑽機会の充実若手研究者への国際研鑽機会の充実

平成21年度予算案：

 

740百万円（636百万円）

海外特別研究員事業海外特別研究員事業

◆優れた若手研究者が、海外の特定の大学等研究機関において長期

 
間（2年間）研究活動に専念する機会を支援

 

【科・国際交流官付（ＪＳＰＳ）】

平成21年度予算案：

 

１,602百万円（1,492百万円）

◆諸外国の優秀な研究者が日本に集まり、活躍する場を提供すると

 
ともに、我が国の研究環境の国際化を推進

外国人研究者招へい、日本で研究経験をもつ外国人研究者への母

 
国での研究者ネットワーク形成支援、再来日の機会の提供ほか

 
（JSPS）、外国人研究者の日本における定着促進を支援（文部科

 
学省）【科・国際交流官付】

平成21年度予算案：5,528百万円（6,306百万円）

【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

◆優れた男女の研究者が出産・育児による研究中断後に、円滑に研

 
究現場に復帰できるよう、特別研究員事業による支援枠を拡充

 
【科・基盤政策課（ＪＳＰＳ）】 平成21年度予算案：393百万円（349百万円）

◆女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、研究活動を継続する

 
ための支援を行う仕組みを構築するモデルとなる優れた取組を支援

 
【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

平成21年度予算案：1,750百万円（1,500百万円）

◆特に女性研究者の採用割合等が低い分野である、理学系、工学系、

 
農学系の研究を行う優れた女性研究者の養成を加速
【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

平成21年度予算案：500百万円（新規）

若手研究者等の活躍促進

・科学技術活動の基盤となる人材の育成・確保や社会の多様な場における活躍促進により、研究活動を活性化させるため、若手・女性・外
国人研究者など多様な人材が能力を最大限発揮できる環境を整備する。

特別研究員事業（ＤＣ）の充実

若手研究者養成システム改革プログラム

 

（科学技術振興調整費）

・若手研究者の自立的研究環境整備促進

・イノベーション創出若手研究人材養成

女性研究者の活躍促進

女性研究者支援システム改革プログラム

 

（科学技術振興調整費）

・女性研究者支援モデル育成

・女性研究者養成システム改革加速

出産・育児による研究中断からの復帰支援（特別研究員事業）

外国人研究者の活躍促進



・広く社会・国民に支持される科学技術を目指し、科学者等がわかりやすく親しみやすい形で国民に科学技術を伝え、国

 
民との対話を通じて説明責任と情報発信を強化する活動を推進する。また、科学技術の成果が社会の隅々にまで活

 
用されるようになっている今日、国民が適切な判断の下に行動していくことができるよう、科学技術に関する基礎的な

 
知識や能力の向上に資する取組を推進する。

 

・広く社会・国民に支持される科学技術を目指し、科学者等がわかりやすく親しみやすい形で国民に科学技術を伝え、国

 
民との対話を通じて説明責任と情報発信を強化する活動を推進する。また、科学技術の成果が社会の隅々にまで活

 
用されるようになっている今日、国民が適切な判断の下に行動していくことができるよう、科学技術に関する基礎的な

 
知識や能力の向上に資する取組を推進する。

４．国民が科学技術を理解し、素養を高めるための取組の強化 平成21年度予算案:

 

8,776百万円
（平成20年度予算額:   8,814百万円）

平成21年度予算案：3,120百万円（3,125百万円）

【生・社会教育課】

平成21年度予算案：2,358百万円（2,830百万円）

【科・基盤政策課（ＪＳＴ）】

地域の科学舎推進事業地域の科学舎推進事業

【科・基盤政策課（ＪＳＴ）】

平成21年度予算案：771百万円（782百万円）

◆児童・生徒、保護者等を対象に科学館・博物館等が行う地

 
域における理科や科学技術に関する取組支援

◆地域住民を対象に、科学館・博物館等が先端科学を分かり

 
やすく解説する講座の開設支援

◆地域の継続的な科学技術理解増進活動を活性化させるため、

 
地域や全国のネットワークを構築する基盤整備を支援

 

等

国立科学博物館国立科学博物館 日本科学未来館日本科学未来館

平成21年度予算案：161百万円（160百万円）

【科・基盤政策課（ＪＳＴ）】

ITIT活用型科学技術情報発信事業活用型科学技術情報発信事業

◆科学技術番組を製作・

 

CS放送等を通じ配信

◆WEB向けコンテンツの開発・発信

◆国立科学博物館の管理・運営 ◆日本科学未来館の管理・運営



小

 学

中

 学

高

 校

大

 学

理科教育等設備整備費補助〔１３→２０億円〕、理科教材開発・活用支援事業

～理科教育のインフラをしっかりサポート！！～

興
味
関
心
・
意
欲
の
喚
起

伸
び
る
子
を
伸
ば
す

理科支援員等配置事業

スーパー

 
サイエンス

 
ハイスクール

〔中核的拠点の育成〕

国際科学技術

 
コンテスト

 
支援事業

〔国際大会の
日本開催支援〕

理数学生

 
応援プロジェクト

〔１０→２０大学〕

科学技術関係人材育成のための理数教育強化施策

：学校内

優れた人材を見出し伸ばす

 
高大接続・学部教育の強化

伸びる子を伸ばすために

 
学校外の取組を強化

観察・実験を活用した

 
体験型学習の強化

将来をリードする人材の

 
国際感覚の育成

発達段階に応じた施策を展開し、

 次世代の革新的技術を生み出す人材

 の育成を強化！

：学校外

サイエンス・パートナーシップ・

 
プロジェクト

理数系教員指導力向上研修事業

未
来
の
科
学
者
養
成
講
座
〔
５
→
10大

学
〕

理数系教員養成拠点
構築事業〔新規〕



●コーディネーター
外部人材の発掘・養成、理科支援員配置計画の作成等

配
置

配
置
要
望

●理科支援員
大学(院)生、退職教員、

地域の人材等

経済
産業省

社会人講師
活用型

教育支援
プロジェクト

理科支援員の活動
・観察・実験等の支援

・観察・実験等の準備・後片付け

・教材開発の支援

・理科授業の進め方等の提案・助言

特別講師の活動
・発展的な内容の授業の実施

（学習内容と社会活動のつながり

を実感させることができるものなど）

科学技術
振興機構
(ＪＳＴ)

外部人材の活用方法に

 
ついての助言等

業務委託

配
置

●特別講師
企業OB/OG、研究者、

技術者等

都道府県・政令指定都市教育委員会

講師紹介

研究者・技術者、大学(院)生等の有用な外部人材を、理科支援員や特別講師として、全国47都道府県・17政令指定都市の小学校に配置する。概
要
概
要

人材発掘・養成

小学校
全国約3，000校

5、6年理科

（観察・実験等）

小学校の理科授業における観察・実験活動の充実と教員の資質向上を図る。
目
的
目
的

・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章

 

「知的好奇心に溢れた子どもの育成」）

 

○研究者等の顔が子どもに見える機会を拡大するとともに、意欲あ

 
る教員・ボランティア等の取組みを支援することで、観察・実験等の体験的・問題解決的な学習の機会を拡充する

・閣議決定「イノベーション２５」の実現（第５章

 

「科学技術イノベーションを支える理数系人材の育成」）
○小学校の理科支援員等の配置の充実

背
景
背
景

都道府県・政令指定都市教育委員会

理科支援員等配置事業
平成21年度予算案

 

：2,450百万円
（平成20年度予算額

 

：2,450百万円)
※運営費交付金中の推計額



高等学校等において、先進的な理数教育を実施するとともに、高大接続の在り方について大学との共同研究や、国際性を育むための取組を推進する。

 
また、創造性、独創性を高める指導方法、教材等の開発等の取組を実施する。

高等学校等において、先進的な理数教育を実践することにより、将来の国際的な科学技術関係人材の育成を推進する。

支援
協力

連
携
・
協
力

ＳＳＨ連携対象大学研究機関・民間企業等

学校の指定（５年間）

指導・助言・評価
指導・助言・評価

・ＳＳＨの研究開発についての各種経費支援

 

（備品・消耗品、講師謝金、交通費等の経費

 

執行事務）
・ＳＳＨ事業の具体的な取組や評価の在り方に

 

ついて検討・実施
・ＳＳＨ連携協議会/生徒研究発表会の開催

・ＳＳＨの成果の普及
・その他、ＳＳＨの活動への支援

 

等

科学技術振興機構（ＪＳＴ） スーパーサイエンスハイスクール（ＳＳＨ）

ＳＳＨ企画評価会議

文 部 科 学 省
管 理 機 関

（教育委員会、学校法人、国立大学法人）

ＳＳＨ運営への参画、長期の共同研究を行うことを通し、高等学校段階の教

 

育成果の評価の知見を蓄積

高大接続の改善

ＳＳＨ校活動への参加・支援、長期共同研究等を通し、

・高等学校及び大学における理数教育の改善/充実

・高校生の理数系能力の伸長

・ＳＳＨプログラムの評価や知見の蓄積に関する研究

 

等

大学側もＳＳＨ事業に積極的に参画

・観察・実験等を通じた体験的学習、問題解決的な学習、課題学習の推進
・理科、数学教育の重視
・大学、研究機関、民間企業等との連携方策の研究
・国際性を育てるために必要な語学力の強化（英語での理数授業、講義、プレゼンテーション演習等）
・創造性、独創性を高める指導方法の研究等
・国際的な科学技術、理数系コンテストへの積極的な参加

 

等

ＳＳＨとの連携に関して支援・協力

◆「異」との交流（海外の理数学習重点校との国際交流）
◆発展的・全国的な研究連携（SSHコンソーシアム）

◆指定校・教員間連携

海外の

理数学習重点校

連携 連携 連携連携

＜拡充＞「革新的技術戦略」

SSH中核的拠点育成プログラム 中核ＳＳＨ

ＳＳＨ ＳＳＨ指定校以外

ＳＳＨ

ＳＳＨ指定校以外

ＳＳＨ
５ ０ 百 万 円◆地域の拠点形成

（経験年数の長いＳＳＨ校を中心に、
非常に取組が優れているところを地域拠点校として支援）

ＳＳＨノウハウ・成果の普及、地域全体の理数教育の充実・質の向上

発展的な連携活動機会の設定

概要

目的

背景
・「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章

 

「才能ある子どもの個性・能力の伸長」) ○理数教育を重視する高等学校等に対する支援制度を拡充する

・総合科学技術会議「革新的技術戦略」の実現（２．（２）「次の世代の挑戦する人材の確保」）

 

○地域全体の理数教育の質の向上を図る中核的拠点校を支援する「Ｓ

 
ＳＨ中核的拠点育成プログラム（仮称）」の導入を検討

スーパーサイエンスハイスクール
平成21年度予算案

 

：

 

1,489百万円
（平成20年度予算額

 

：

 

1,482百万円)
※運営費交付金中の推計額を含む



・国内選抜活動に係る経費
・国内での指導訓練に係る経費
・国際科学技術コンテスト参加者の

 
旅費、宿泊費、活動経費
・運営団体の一部経費

科学技術コンテストへの参加の支援等を行うことにより、高校生等の理数科目や科学技術に対する興味・関心や目標意識、意欲・能力を

 
高め、科学技術をリードする人材を育成する。

国際科学技術コンテストの国内大会開催や国際大会への日本代表選手の派遣、国際大会の日本開催に対する支援を行う。

｛対象：科学技術コンテスト運営団体（公募）（数学、物理、化学、生物学、情報オリンピック等）｝

各分野の人材育成に
使命感を持つ学会等が運

 
営団体を構成

学会等の多くは
資金的な基盤が脆弱

認知度が低く、
参加者がまだまだ少ない

＜支援内容＞

・世界で活躍できる卓越した人材の輩出

・科学技術イノベーションを支える理数系人材の輩出

国際大会の連続日本開催による
・コンテスト認知度
・コンテスト参加気運

の大幅向上

認知度・気運の大幅ＵＰ

 

→

 

参加者層の掘り起こし

国民の科学技術への関心増大・接近（親近感の醸成）

科学技術関係人材の裾野拡大、トップ層の充実

＜拡充＞ 日本での国際大会の開催支援

【現状】

国際生物学オリンピック：2009年
国際化学オリンピック

 

：2010年

背景

概要

目的

「第３期科学技術基本計画」の実現（第３章

 

「知的好奇心に溢れた子どもの育成」「才能ある子どもの個性・能力の伸長」

 

第４章

 

「科学技術に関す

 
る国民意識の醸成」）

 

○様々な主体による科学技術コンテスト等の開催促進

 

○才能ある子どもの各種国際科学技術コンテスト等への参加促進

 
○各種コンテストやイベント等を通じて科学技術の持つ夢と感動を国民が実感できる機会を提供

国際科学技術コンテスト支援事業
平成21年度予算案

 

：449百万円
（平成20年度予算額

 

：352百万円)
※運営費交付金中の推計額



小・中学生の理数学習意欲・能力を喚起するため、優れた理数系教科指導法を修得し、実践する教員（コア・サイエンス・ティーチャー：CST）を大学で養成する。

 
CSTは、学校現場での経験を積んだのち、各学校及び地域の理数教育の核となり、地域で展開される研修会や研究会においても指導的な役割を発揮する教

 
員となる。

コアサイエンスティーチャー（CST）

社会との

 
つながり

理科
大好き

目
的
目
的

小・中学校における理数教育に優れた能力を有する教員の養成ときめ細かな授業支援を通じて、最先端の科学の紹介や科学技術と社会のつながりなどを踏

 
まえた魅力ある授業への改善を図る。

教育委員会との連携のもと
○大学院または学部において、
コアサイエンスティーチャー
養成プログラムを実施
・長期インターンシップ

○現職教員のCST養成派遣

○指導主事の学校訪問による
理数授業への助言・指導

○大学と連携した教員研修の実施 小・中学校、教育センター等（理数教育支援拠点）

科学館等

教育委員会

大学院、大学

概
要
概
要

採択・委託

CST修了者コアサイエンス

 
ティーチャー

養成プログラム

企画案応募

教育委員会と連携した
○CST養成プログラムにおける実習活動

 

の場
○CSTとなってからの地域理数教育活動

 

の場
○機能：

・授業研究会・研修会の活性化

・教材開発・イベント
・地域の教育関係者の交流促進

現職教員

学生

背
景
背
景

総合科学技術会議「革新的技術戦略」の実現（２．（２）「次の世代の挑戦する人材の確保」）

 
○大学と教育委員会との密接な連携により、理科教科で指導力と能力があり、各学校や地域の理数教育指導において中核的役割を果たす小中学校教員を養成する「コア・

 
サイエンス・ティーチャー養成プログラム(仮称)」の導入を検討（２．（２））

理数系教員養成拠点構築事業 平成21年度予算案

 

：340百万円

 

（新規)
※運営費交付金中の推計額



特別研究員事業（独立行政法人日本学術振興会）

 
～優秀な博士課程学生（ＤＣ）に対する支援の充実と出産・育児による研究中断からの復帰支援（ＲＰＤ）の拡充～

「科学技術創造立国」の実現に向けて、新たな知識を創造し、未来を切り拓く研究活動を行うためには、将来の研究活動を担う
創造性豊かな優れた若手研究者が、主体的に研究に専念し、その能力を最大限に発揮できるよう支援することが重要

優れた若手研究者が、自由な発想のもとに主体的に研究に専念できるよう「特別研究員事業」を推進（昭和60年度～）

○特別研究員（ＤＣ）【対象：博士課程（後期）学生、月額20．０万円、期間：３年間（ＤＣ１）及び２年間（ＤＣ２）】
「第３期科学技術基本計画」は、２割の博士課程学生への生活費相当額の支援を達成することとしており、目標達成に向け、更なる拡充を図る

対象人数

 

４，４００人（５．９％）→４，６００人（６．２％）

○特別研究員（ＲＰＤ）【対象：研究中断から復帰する博士課程修了者等、月額３６．４万円、期間：２年間】
優れた研究者が、出産・育児による研究中断後に、円滑に研究現場に復帰することを支援

対象人数

 

８０人→９０人

○特別研究員（ＰＤ、ＳＰＤ）【対象：博士課程修了者等、ＰＤ：月額３６．４万円、ＳＰＤ：４４．６万円

 

期間：３年間】
博士課程修了者等で優れた研究能力を有する者（ＰＤ）及び世界最高水準の研究能力を有する者（ＳＰＤ）に研究機関で研究に専念することを支援

対象人数

 

ＰＤ：1,052人→

 

1,052人、ＳＰＤ：３６人→３６人

次代を担う優秀な若手研究者がアルバイト等せず、主体的に研究に専念でき、研究者としての資質や潜在能力を飛躍的に向上

「第３期科学技術基本計画」（Ｈ１８．３．３０、閣議決定）
・大学院生の約４割が生活費相当分の支援を受けているとされる米国を参考とし、博士課程（後期）在学者を対象とした経済的支援を拡充する。フェローシップの拡充や

競争的資金におけるリサーチアシスタント等としての支給の拡大等により博士課程（後期）在学者の２割程度が生活費相当額程度を受給できることを目指す。
・女性研究者がその能力を最大限に発揮できるようにするため、男女共同参画の観点も踏まえ、競争的資金等の受給において出産・育児等に伴う一定期間の中断や期間延

長を認めるなど、研究と出産・育児等の両立に配慮した措置を拡充する。

「イノベーション２５」（Ｈ１９．６．１、閣議決定）
・博士課程学生に対するフェローシップを充実するとともに、競争的資金を活用する等により、２０１０年までに

２０％程度の博士課程学生が生活費相当額程度の支援を得られることを目指す。

「科学技術によるイノベーション創出に向けて」(Ｈ１９．３．３０、総合科学技術会議)
・博士課程学生に対するフェローシップを倍増（５％→１０％）する。

「社会総がかりで教育再生を－第二次報告－」(Ｈ１９．６．１、教育再生会議) 
・国は、国内外を問わず、優秀で意欲のある大学院学生への経済的支援を充実し、大学院において、

ＴＡ、ＲＡやフェローシップとして積極的に採用を行う。

「教育振興基本計画」（H２０．７．１、閣議決定）
・優秀な人材を育成するため、競争性を十分確保しつつ、フェローシップやティーチング・アシスタント、

リサーチ・アシスタント等の経済的支援を行う。特に、博士課程（後期）在学者の２割程度が生活費相当額程度を受給できるようにすることを目指す。

提 言 等

目 的

効 果

内 容

優秀な博士課程学生
（ＤＣ）に対する支援の

 

充実や出産・育児による

 

研究中断からの復帰支援

 

（ＲＰＤ）の

 

拡充が必要

優秀な博士課程学生
（ＤＣ）に対する支援の

 

充実や出産・育児による

 

研究中断からの復帰支援

 

（ＲＰＤ）の
拡充が必要

平成21年度予算案

 

：16,314百万円
（平成20年度予算額

 

：15,794百万円）
※運営費交付金中の推計額



出産・育児による研究中断からの復帰を支援

優れた男女の研究者が出産・育児により研究を中断した後に、円滑に研究現場に復帰で

 
きるよう、研究奨励金を支給します。（独立行政法人日本学術振興会

 

特別研究員事業）
平成2１年度予算案：393百万円【科・基盤政策課（独立行政法人日本学術振興会）】

ライフイベント（出産・育児・介護）に際し、研究キャリアを継続・復帰できるよう男

 
女共同参画促進費を支給します。（独立行政法人科学技術振興機構

 

戦略的創造研究推進事

 
業

 

出産・子育て等支援制度）
平成2１年度予算案：57百万円【振・基礎基盤研究課（独立行政法人科学技術振興機構）】

女性研究者支援システム改革プログラムの実施

女性研究者が研究と出産・育児等を両立し、研究活動を継続するための支援を行う仕

 
組みを構築するモデルとなる優れた取組を支援します。（科学技術振興調整費）

平成2１年度予算案：

 

１,750百万円【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

特に女性研究者の採用割合等が低い分野である、理学系、工学系、農学系の研究を行

 
う優れた女性研究者の養成を加速するための取組を支援します。（科学技術振興調整

 
費）（新規）

 

平成2１年度予算案：

 

500百万円【科・戦略官付（推進調整担当）＋科・基盤政策課】

研究に再チャレンジ
する人へ

女性研究者を
支援する研究機関へ

将来の進路を考える
女子中高生へ

科学技術分野における女性の活躍促進
 

～平成21年度予算案版～
文部科学省は、科学技術の魅力を伝え、ひとりひとりの人材の個性が生きる環境をつくることにより、

科学技術分野における女性の活躍促進を支援します。

女子中高生の理系進路選択を支援する取組の実施

生徒の科学技術に関する興味・関心を高めるための取組の支援の一環として、科学技

 
術分野で活躍する女性研究者・技術者、大学生等と女子中高生の交流機会の提供等、女

 
子中高生の理系進路選択の支援を行います。（科学技術振興機構

 

サイエンス・パート

 
ナーシップ・プロジェクト）

平成2１年度予算案：900百万円の内数【科・基盤政策課（独立行政法人科学技術振興機構）】



女性研究者支援システム改革（科学技術振興調整費）

女性研究者養成システム改革加速
○目

 

的：

 

多様な人材の育成・確保及び男女共同参画の推進の観点から、特に女性研究者の採用割合等が低い分野である、理
学系、工学系、農学系の研究を行う優れた女性研究者の養成を加速する。
本プログラムを実施し、機関におけるシステム改革に効果的な分野・規模で当該女性研究者の採用を行うことにより、

人材の多様化、研究の活性化及び男女共同参画意識の醸成、さらには、機関として本来取り組まなければならない柔軟
な組織編成や環境整備等を同時に促進し、総合的なシステム改革の構築を目指す。

○支援内容：

 

各機関において、安定的な職（任期を付さない職等）に優秀な女性研究者を新規に増員し養成する場合、養成経費とし
て採用規模を踏まえた支援を行う。

○対象機関：

 

大学、大学共同利用機関、国立試験研究機関及び独立行政法人
○実施期間：

 

原則５年間（３年目に中間評価）

 

※１人の女性研究者の支援期間は３年間を上限とする。

＜選定に当たっての要件＞

◇機関において「男女共同参画」のための多様な環境整備や支援がシステ

 
ムとして独自に構築されているか、または、構築する予定があるか

◇養成計画が数値目標も含めて具体的であり、育成システムの構築に向け

 
てのミッションが明確か

◇５年間の支援期間における新規養成女性研究者の採用計画に基づき、継続的

 
に女性研究者を養成する予定があるか

◇支援期間終了後の、理学系、工学系、農学系の研究を行う女性研究者の採

 
用計画を数値目標として具体的に設定し、定着に向けた継続性を確保し

 
ているか

 

等

＜養成経費の使途（例）＞
※ここでいう女性研究者は、理学系、工学系、農学系の研究を行う者に限る

①新規養成女性研究者の研究費
（初年度スタートアップ研究費を含む）

②新規養成女性研究者の雇用経費
（新規養成女性研究者１人当たり、３００万円又は

雇用する経費の１／２のいずれか低い金額を上限とする）
③新規養成女性研究者の研究支援員雇用経費
④既在籍女性研究者の研究支援経費

（国際学会等参加関連経費、論文投稿の際の英文校閲経費等
研究スキルアップ経費）

●女性研究者支援のイメージ図

平成21年度予算案：500百万円
（新規）

◆ 女性研究者支援に取り組む
機関の拡大

Ｈ１８～

「女性研究者支援モデル育成」による支援
Ｈ１８～２０

◆ 優秀な女性研究者
の採用・養成加速

Ｈ２１～

質の向上

「女性研究者養

 

成システム改革

 

加速」により、女

 

性研究者支援を

 

加速

「女性研究

 

者支援モデ

 

ル育成」を
より多くの
機関に普及

量的な充実
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